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１．はじめに  

 日本の河川流域において，海岸侵食などの土砂収支の変化によって発生する問題には，流砂系を一貫として長期

で管理・対策する総合的な土砂管理が求められる．その第一歩として本研究では，山地で崩壊した土砂(土砂崩壊量

SE)が河道へ流入する量(土砂生産量 SY)の定量的な評価手法の検討を目的とする．日本全域を対象とするため，海

外で開発された土壌侵食モデル RUSLE と土砂供給率 SDR(Sediment Delivery Ratio)式を用いた土砂生産量推定手法

の日本への適用性について検討する．したがって，まずは日本の河川流域に適した SDR式の提案を行う． 

２．SDR式 の提案方法 

土砂供給率 SDRは，崩壊した土砂が実際に河道に流入する割

合を示す．土砂生産量 SY と土砂崩壊量 SE を用いると以下の

式で定義される． 

𝑆𝐷𝑅 = 𝑆𝑌/𝑆𝐸        (1) 

また一般的に，SDR式は(2)式のように流域面積の累乗関数で

表されるが，日本の河川流域においては経験パラメータ𝛼及び

βはいまだ整備されていない． 

𝑆𝐷𝑅 = 𝛼 × 𝐴𝛽     (2) 

ここで，𝛼：定数，β：定数，A：流域面積[km2]である．本研

究では，全国一級河川の各上流端ダム集水域における年平均

実測土砂堆砂量(国交省)を SY，土壌侵食モデル RUSLE により算出した積算崩壊土砂量を SE として(1)式より SDR

値を算出する．その結果を用いて，(2)式の経験パラメータ α，β を提案する． 

３．解析期間と対象地域  

 SDR 式の提案について，日本全国の一級河川上流端に位置するダム集水域計 60 地点を対象とした．対象とした

上流端ダムには，本流上に位置するダムのみを選定した．解析期間は 2010 年 1 月 1 日から 2014 年 12 月 31 日まで

の計 5 年間である．対象地域を図 1 に示す． 

４．土砂崩壊量 SEの算出  

 土砂崩壊量 SE の計算には，アメリカで開発された土壌侵食モデル RUSLE(Revised Universal Soil Loss Equation)1) 

を用いた．RUSLE により求められる土壌侵食量は以下の式(3)で表される． 

A = R K L S C P          (3) 

ここで，A：年間土壌侵食量 [t/ha・y]，R：降雨強度係数 [MJ・mm/ha・h・y]，K：土壌係数 [t・h/MJ・mm]，LS：

地形係数[無次元]，C：作物係数[無次元]，P：土地保全係数[無次元]である．本研究では，得られた年間土壌侵食量

A に土粒子密度 1.8kg/m3 を乗じ，体積換算することで土砂崩壊量 SE を算出した．使用データについて，降雨強度

係数 R は Radar-AMeDAS 解析雨量 1km メッシュ 1 時間雨量データを用いた．土壌係数 K は，小原ら(2016)2)の 1/20

万日本土壌図を基に与えた．地形係数 LS には，国土数値情報の標高・傾斜度 3 次メッシュデータ(国交省，2011)3)

を用いた．作物係数 C と土地保全係数 Pには Lazzariら(2015)4)が提案した両者の積 CP-factor の値を採用した． 
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図 1 全国一級河川上流端ダムと集水域の分布
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５．SDR式の算出結果と考察 

 計算した土砂崩壊量 SE と実測ダム堆砂量 SY より，算出した

SDR式を図 2 に，加えて流域内の平均勾配別に分類した SDR式

を図 3 に示す．得られた SDR値よりモデル式にあてはめると，

α＝0.478，β＝-0.506(決定係数 R² = 0.255)の値が得られた．

Walling(1983)5)は，過去の研究を参照し β は主に-0.25 から-0.10

までの値をとると述べているが，本研究では範囲外の値となっ

た．この要因としては，本研究で対象とした集水域のうち流域

面積が 1000km2以下のものについて，SDR 値にばらつきが生じ

ていることが挙げられる．  

 続いて，SDR 値の傾向を分析するため，集水域内の平均勾

配別に 0-10 度，10-15 度，15 度以上の 3 つに分類して SDR式

を算出した．0-10 度では，全集水域を対象にした場合とほぼ

同程度の決定係数が得られた．10-15 度では，最も高い決定係数

を示し，既往研究 6)とほぼ同程度の決定係数を示した．一方で，

15 度以上では流域面積との相関がほとんど確認されなかった．

要因としては，対象集水域が 1000km2 以下の流域面積のもので

構成されているために，データの偏りが大きいことが挙げられ

る．したがって，より式の精度を上げるためには，地形勾配のみ

ならず他の要因も併せて検討する必要性があると考えられる． 

６．結言 

 本研究では，全国一級河川の上流端ダム集水域を対象として，

算出した土砂崩壊量 SEと実測値である土砂生産量 SYから土砂

供給率 SDR を算出し，SDR 式の提案を行った．SDR 値と地形

勾配との関係については，傾斜が小・中程度の場合は信頼でき

る値であると判断できるものの，傾斜が非常に大きい場合では，他の要因も併せて検討する必要性があることを確

認した．今後は，算出した SDR式の妥当性についての議論として，影響している要因についてさらに分析すること

とする．加えて，提案された SDR式を基に，過去の降雨イベントを対象として土砂生産量を推定し，河床変動モデ

ルに適用することで，式の妥当性を確認する予定である． 
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図 2  SDR と流域面積 

図 3  流域平均勾配別 SDR 式 
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